
別添１

確認

１ 感染予防のための体制

・事業場のトップが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に積極的に取り組むことを表明し、労働者
に対して感染予防を推進することの重要性を伝えている。

はい・いいえ

・事業場の感染症予防の責任者及び担当者を任命している。（衛生管理者、衛生推進者など） はい・いいえ

・会社の取組やルールについて、労働者全員に周知を行っている。 はい・いいえ

・労働者が感染予防の行動を取るように指導することを、管理監督者に教育している。 はい・いいえ

・安全衛生委員会、衛生委員会等の労使が集まる場において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止
をテーマとして取り上げ、事業場の実態を踏まえた、実現可能な対策を議論している。

はい・いいえ

・職場以外でも労働者が感染予防の行動を取るよう感染リスクが高まる「５つの場面」や「新しい生活様
式」の実践例について、労働者全員に周知を行っている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）を周知し、インストールを労働者に勧奨している。 はい・いいえ

２　感染防止のための基本的な対策

（１）事業場において特に留意すべき事項である「取組の５つのポイント」

・「取組の５つのポイント」の実施状況を確認し、職場での対応を検討の上、実施している。 はい・いいえ

（２）感染防止のための３つの基本：①身体的距離の確保、②マスクの着用、③手洗い

・人との間隔は、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けることを求めている。 はい・いいえ

・会話をする際は、可能な限り真正面を避けることを求めている。 はい・いいえ

・外出時、屋内にいるときや会話をするときに、症状がなくてもマスクの着用を求めている。
※熱中症のリスクがある場合には、６についても確認してください。

はい・いいえ

・手洗いは30秒程度かけて水と石けんで丁寧に洗うことを求めている（手指消毒薬の使用も可）。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト

１ このチェックリストは、職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するための基本的な
対策の実施状況について確認いただくことを目的としています。
２ 項目の中には、業種、業態、職種等によっては対応できないものがあるかもしれません。ですので、
すべての項目が「はい」にならないからといって、対策が不十分ということではありませんが、可能
な項目から工夫しましょう。職場の実態を確認し、全員（事業者と労働者）がすぐにできることを確
実に実施いただくことが大切です。
３ 確認した結果は、衛生委員会等に報告し、対策が不十分な点があれば調査審議いただき、改善に繋
げてください。また、その結果について全ての労働者が確認できるようにしてください。
衛生委員会等が設置されていない事業場においては、事業者による自主点検用に用いて下さい。

※ 都道府県労働局、労働基準監督署に報告いただく必要はありません。

安全衛生委員会／衛生委員会資料 ：令和 年 月
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

（３）三つの密の回避等の徹底

・三つの密（密集、密接、密閉）を回避する行動について全員に周知し、職場以外も含めて回避の徹底
を求めている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（４）日常的な健康状態の確認

・出勤前に体温を確認するよう全員に周知し、徹底を求めている。 はい・いいえ

・出社時の確認や労働者の日々の体調を確認できるアプリの活用等により、全員の日々の体調（発熱
やだるさを含む風邪症状の有無、味覚や嗅覚の異常の有無等）を確認している。

はい・いいえ

・体調不良時には正直に申告しやすい雰囲気を醸成し、体調不良の訴えがあれば勤務させないこと、
正直に申告し休むことで不利益な扱いにしないことを、職場で確認している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（５）一般的な健康確保措置

・長時間の時間外労働を避けるなど、疲労が蓄積しないように配慮している。 はい・いいえ

・十分な栄養摂取と睡眠の確保について全員に周知し、意識するよう求めている。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（６）「新しい生活様式」の実践例で示された「働き方の新しいスタイル」の取組状況について

・「テレワークやローテーション勤務」を取り入れている。 はい・いいえ

・「時差通勤でゆったりと」を取り入れている。 はい・いいえ

・オフィスの人口密度を減らした「オフィスはひろびろと」を取り入れている。 はい・いいえ

・「会議はオンライン」を取り入れている。 はい・いいえ

・「名刺交換はオンライン」を取り入れている。 はい・いいえ

・「対面での打合せは換気とマスク」を取り入れている。 はい・いいえ

（７）新型コロナウイルス感染症に対する情報の収集

・国、地方自治体や一般社団法人日本渡航医学会や公益社団法人日本産業衛生学会等の公益性の
高い学術学会等のホームページ等を通じて最新の情報を収集している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

３　感染防止のための具体的な対策

（１）基本的な対策

・①換気の悪い密閉空間、②多くの人が密集、③近距離での会話や発声の「３つの密」を同時に満たす
行事等を行わないようにしている。

はい・いいえ

・上記「３つの密」が重ならなくても、リスクを低減させるため、出来る限り「ゼロ密」を目指している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（２）換気の悪い密閉空間の改善

・季節に応じて、リーフレット「『換気の悪い密閉空間』を改善するための換気の方法」、「熱中症予防に
留意した「換気の悪い密閉空間」を改善するための換気の方法」、「冬場における『換気の悪い密閉空
間』を改善するための換気の方法」を参照し、適切に換気を行っている。

はい・いいえ

・電車等の公共交通機関の利用に際し、窓開けに協力するよう全員に周知している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

（３）多くの人が密集する場所の改善

・業態に応じて可能な範囲で出勤を抑制するように努めている。 はい・いいえ

・電車やバス等での他人との密着を防ぐため、時差通勤、自転車通勤、自家用車通勤などの活用を
図っている。

はい・いいえ

・テレビ会議やWeb会議の活用等により、人が集まる形での会議等をなるべく避けるようにしている。 はい・いいえ

・対面での会議やミーティング等を行う場合は、マスクの着用を原則とし、人と人の間隔をできるだけ２
ｍ（最低１ｍ）空、可能な限り真正面を避けるようにしている。

はい・いいえ

・接客業等において、人と人が近距離で対面することが避けられない場所は、労働者にマスクを着用さ
せ、人と人の間にアクリル板、不燃性透明ビニールカーテンなどで遮蔽するようにしている。

はい・いいえ

・職場外（バスの移動等）でもマスクの着用や、換気、人との間隔を取る等、三つの密を回避するよう努
めることとしている。

はい・いいえ

・休憩時間の３密回避のため、労使協議の上、昼休みを時間差で設定している。 はい・いいえ

・寄宿舎や社員寮等の労働者が集団で生活する場でも、三つの密（密集、密接、密閉）の回避をはじめ
とする基本的な感染防止対策を実施するよう、労働者に周知啓発を行っている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（４）接触感染の防止について

・物品・機器等（例：電話、パソコン、デスク等）や治具・工具などについては、複数人での共用をできる
限り回避している。共用する場合には使用前後での手洗いや手指消毒を徹底している。

はい・いいえ

・自由に着席場所を選んで仕事を行うフリーアドレスを導入する場合には、使用前後での消毒、充分な
座席間隔の確保、利用状況の記録等を実施することとしている。

はい・いいえ

・事業所内で複数の労働者が触れることがある物品、機器、治具・工具等について、こまめにアルコー
ル（容量％で60％以上）、界面活性剤、次亜塩素酸ナトリウム0.05％水溶液、有効塩素濃度80ppm以上
（ジクロロイソシアヌル酸ナトリウムを水に溶かした製品の場合は100ppm以上）の次亜塩素酸水、又は
遊離塩素濃度25ppm（25mg/L）以上の亜塩素酸水による消毒を実施することとしている。
※人がいる環境に、消毒や除菌効果を謳う商品を空間噴霧して使用することは、眼、皮膚への付着や
吸入による健康影響のおそれがあることから推奨されていません。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（５）近距離での会話や発声の抑制

・職場では、同僚を含む他人と会話する際には、大きな声を出さずに距離をなるべく保持するようにして
いる。

はい・いいえ

・外来者、顧客、取引先との対面での接触や近距離での会話をなるべく避けるようにしている。 はい・いいえ

・どうしてもマスクなしで1ｍ以内で会話する必要がある場合は、15分以内に留めるようにしている。 はい・いいえ

・粉じんや化学物質など、呼吸用保護マスクを装着する必要がある作業では、声で合図連絡する場合
にはマスクを外さないように周知している。拡声器使用や伝声板付きのマスク採用が望ましい。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（６）共用トイレの清掃等について

・不特定多数が接触する場所は、清拭消毒を行うこととしている。 はい・いいえ

・トイレの床や壁は次亜塩素酸ナトリウム0.1％水溶液、又は遊離塩素濃度100ppm（100mg/L）以上の
亜塩素酸水で手袋を用いて消毒する。

はい・いいえ
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

・トイレの蓋を閉めて汚物を流すように表示している。（便器内は通常の清掃でよい） はい・いいえ

・ペーパータオルを設置するか、個人ごとにタオルを準備する。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（７）休憩スペース等の利用について

・一度に休憩する人数を減らし、対面で食事や会話を控え、長居しないようにしている。 はい・いいえ

・休憩スペースは常時換気することに努めている。 はい・いいえ

・休憩スペースの共有する物品（テーブル、いす、自販機ボタン等）は、定期的に消毒をしている。 はい・いいえ

・休憩スペースへの入退室の前後に手洗い又は手指の消毒をさせている。 はい・いいえ

・社員食堂での感染防止のため、座席数を減らす、座る位置を制限している、マスクを外したままの談
笑を控えるよう注意喚起している、昼休み等の休憩時間に幅を持たせている、などの工夫をしている。

はい・いいえ

・社員食堂では感染防止のため、トングやポットなどの共用を避けている。 はい・いいえ

・喫煙所では同時に利用する人数に制限を設け、手指消毒後に十分乾いてから喫煙するよう指導し、
会話をせず喫煙後は速やかに立ち退くことを、利用者に周知し、徹底している。

はい・いいえ

・その他の共有の施設について、密閉、密集、密接とならないよう利用方法について検討している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（８）ゴミの廃棄について

・鼻水、唾液などが付いたゴミ（飲用後の紙コップ、ビン、缶、ペットボトルなどを含む）は、ビニール袋に
入れて密閉して廃棄することとしている。

はい・いいえ

・ゴミを回収する人は、マスク、手袋、保護メガネを着用することとし、作業後は必ず石けんと流水で手
洗いをすることとしている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

４　配慮が必要な労働者への対応等

・風邪症状等が出た場合は、「出勤しない・させない」の徹底と、かかりつけ医等の地域で身近な医療機
関への電話相談を求めている。

はい・いいえ

・高齢者や基礎疾患（糖尿病、心不全、慢性呼吸器疾患、慢性腎臓病、高血圧症、がんなど）を有する
者などの重症化リスク因子を持つ労働者及び妊娠している労働者や同居家族（同居者）にそうした者が
いる労働者については、本人の申出及び産業医等の意見を踏まえ、感染予防のための就業上の配慮
（テレワークや時差出勤等）を行っている。

はい・いいえ

・特に妊娠中の女性労働者が、医師又は助産師からの指導内容について「母健連絡カード」等で申し出
た場合、産業医等の意見も勘案の上、作業の制限または出勤の制限（在宅勤務又は休業をいう。）の
措置を行っている。

はい・いいえ

・テレワークを行う場合は、業務とプライベートの切り分けに留意し、上司や同僚とのコミニュケーション
方法を検討し、在宅勤務の特性も理解したうえで、運動不足や睡眠リズムの乱れやメンタルヘルスの問
題が顕在化しやすいことを念頭において就業させている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

５　新型コロナウイルスの陽性者や濃厚接触者（以下「陽性者等」）が出た場合等の対応

（1）陽性者等に対する不利益取扱い、差別禁止の明確化

・新型コロナウイルスの陽性者等であると判明しても、解雇その他の不利益な取扱いを受けないこと及
び差別的な取扱いを禁止することを全員に周知し、徹底を求めている。

はい・いいえ

（２）陽性者等が出た場合の対応
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

・新型コロナウイルスに陽性であると判明した場合は、速やかに事業場に電話、メール等により連絡す
ることを全員に周知し、徹底を求めている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性であると判明した第三者との濃厚接触があり、保健所から自宅待機等の措
置を要請された場合は、速やかに事業場に電話、メール等により連絡することを全員に周知し、徹底を
求めている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性であるとの報告を受け付ける事業場内の部署（担当者）を決め、全員に周
知している。また、こうした情報を取り扱う部署（担当者）の取り扱い範囲とプライバシー保護のルールを
決め、全員に周知している。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性である者と濃厚接触した者が職場内にいた場合にどのような対応をするか
ルール化し、全員に周知している。

はい・いいえ

・職場の消毒等が必要になった場合の対応について事前に検討を行っている。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（３）その他の対応

・濃厚接触者への対応等、必要な相談を受け付けてくれる「保健所」、「帰国者・接触者相談センター」等
を確認してある。

はい・いいえ

・事業場内の診療・保健施設で体調不良者を受け入れる場合は、事業場内での感染拡大の原因となる
可能性があることに留意し、医療従事者は標準予防策を遵守し、適切な感染予防体制（受診者のマス
ク着用、待合や動線を分ける、受診者が一定の距離を保てるよう配慮するなど）を実行している。

はい・いいえ

・クラスター発生時等に濃厚接触者等の特定のために保健所から従業員の情報を求められた場合に備
え、日々雇用の者を含む全ての従業員について、電話番号等を含めた連絡先を名簿等の形で把握して
いる。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

６　熱中症の予防（※暑熱作業があるなど熱中症のリスクがある場合に確認してください。）

・身体からの発熱を極力抑えるため、作業の身体負荷を減らすとともに、休憩を多くとることの重要性を
周知している。

はい・いいえ

・のどの渇きを感じなくても、労働者に水分・塩分を摂取するよう周知し、徹底を求めている。
※マスクで口が覆われることにより、のどの渇きを感じにくくなることがあります。

はい・いいえ

・屋外で人と十分な距離（少なくとも２ｍ以上）が確保できる場合で、大声を出す必要がないときには、マ
スクをはずすよう周知している。

はい・いいえ

R3.7.2版

※　ご不明な点がございましたら、お近くの労働局又は労働基準監督署の安全衛生主務課にお問い合わせください。
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斜面崩壊による労働災害の防止対策に関するガイドライン 
 
第１ 趣旨・目的 

道路工事、砂防工事等に伴う大規模な地山の掘削作業においては、斜面の安定

性の観点から、通常は事前に詳細な地質調査が行われ、当該調査により把握した

地質の状況と掘削高さによって事前に掘削勾配が決定される。しかし、各種工事

の実施に伴う中小規模の地山の掘削作業では、十分な地質調査が事前になされて

おらず、施工開始後に設計図書が地質の状況を適切に反映していないことが判明

する場合もある。また、掘削中の斜面は、降雨、湧水等により日々変化し、それ

らの変化が斜面崩壊につながり、労働災害が発生する場合がある。 
このような労働災害を防止するため、労働安全衛生規則（昭和 47年労働省令第

32 号。以下「安衛則」という。）第 355 条では、地山の掘削の作業を行う場合に
おいて、地山の崩壊等により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、あらか

じめ、作業箇所等について調査することが事業者に義務付けられており、また、

第 358 条では、明かり掘削の作業を行う場合には、点検者を指名し、日々の地山
の点検を実施すること等が事業者に義務付けられている。そして、斜面崩壊によ

る労働災害の防止を図るためには、点検により地山の状況を的確に把握すること

及び工事関係者が点検結果に基づいた斜面崩壊の危険性に関する情報を共有する

ことが必要不可欠である。 
このため、本ガイドラインは、主に、事業者（施工者）が発注者から請け負っ

て行う明り掘削のうち斜面掘削を伴う工事（以下「斜面掘削工事」という。）に関

して、安衛則第 355条の調査及び第 358条の点検のより適切な実施方法、施工者
が発注者及び設計者と協力して斜面崩壊の危険性に関する情報を共有するために

実施することが望ましい方法及びそれらの留意事項を示すこととする。 
本ガイドラインにより、工事関係者が斜面崩壊による災害防止のために必要な

対策を適切に実施することを促進し、もって斜面崩壊による労働災害の防止に資

することとする。 
 
第２ 適用対象 

本ガイドラインは、次の１の工事に伴う２の作業に適用する。 
１ 適用する工事 
主に中小規模の斜面掘削工事を対象とする。ただし、大規模な掘削工事に本ガ

イドラインを適用することも差支えない。（土止め先行工法によるものを除く。） 
 
２ 適用する作業 
（１）設計者の作業 

斜面の設計 
（２）施工者の作業 

別添２ 
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手掘り又は機械掘りによる斜面の掘削作業、擁壁工事等に伴う床掘り、型枠

の組立・解体、床均し、丁張り、ブロック積み、コンクリート打設の作業等及

びその施工管理 
 
第３ 用語の定義 

本ガイドラインで使用する主な用語の定義は、労働安全衛生関係法令で規定さ

れているもののほか、次によるものとする。 
１ 斜面等に関する定義 
（１）「斜面」とは、自然又は人工的に形成された傾斜している地山の面をいう。 
（２）「切土部」とは、工事の対象となる斜面のうち、掘削し、地山の土砂を取り去

る部分をいう。 
（３）「残斜面」とは、工事の対象となる斜面のうち、掘削せずに傾斜を残しておく

部分をいう。 
（４）「斜面崩壊」とは、斜面を形成する地山が安定性を失い崩壊することをいう。 
（５）中小規模の斜面掘削作業とは、切土部の掘削高さが概ね 1.5 メートル以上 10
メートル以下の斜面の掘削作業をいい、大規模な斜面掘削作業とは、切土部の

掘削高さが概ね 10メートルを超える斜面の掘削の作業をいう。 
ただし、土止め先行工法による作業の場合はこの限りではない。 

（６）「ハード対策」とは、斜面崩壊の前兆である斜面の変状の進行を防止するため

の対策のうち、斜面を補強する等の工事計画の変更を伴うものをいう。 
なお、「変状」とは、普通とは異なる状態のことであり、ここでは斜面崩壊の

前兆現象として、斜面自体に亀裂、はらみ等が発生している状態をいう。 
 
２ 設計業務・工事関係者等に関する定義 
（１）「発注者」とは、仕事を他の者から請け負わずに注文する者をいい、公的機関、

民間機関及び個人のいずれも含むものとする。 
（２）「調査者」とは、発注者が調査業務を外注した場合における当該調査業務を行

う建設関連業者（測量業者、地質調査業者、建設コンサルタント等）をいう。 
（３）「設計者」とは、発注者が設計業務を外注した場合における当該設計業務を行

う建設関連業者（建設コンサルタント等）をいう。 
（４）「施工者」とは、斜面掘削工事を実際に行う者のことといい、労働安全衛生法

（昭和 47年法律第 57条。以下「安衛法」という。）第 15条に規定する元方事
業者及び関係請負人がいる場合には双方を含むものとする。 
なお、発注者が施工業務を外注せず、当該発注者の施工担当部署が施工する

場合には、本ガイドラインにおいては発注者と施工者の両方に該当するものと

して取り扱う。 
（５）「点検者」とは、下記３の点検表による点検を行う者をいう。安衛則第 358条
に基づいて施工者が選任する点検者に加え、調査者及び設計者が点検を実施す
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る場合における当該点検を行う者も含むものである。 
（６）「確認者」とは、点検者が行った点検内容に不備等が無いかを確認し、対応に

ついて判断する者をいう。点検者とは異なり、法令上、その選任が義務付けら

れているものではないが、調査者、設計者又は施工者が選任する確認者のいず

れも含むものである。なお、確認者の選任に当たっては、点検者とは異なる者

を選任するものとする。 
（７）「安全性検討関係者会議」とは、施工者が、変状の進行を確認した際に、斜面

の状況を共有し、ハード対策等の実施の必要性を検討するために施工者が発注

者に参加を要請して行う会議をいう。 
 
３ 点検表等に関する定義等 
（１）「点検表」とは、掘削する地山の状況を把握するため、設計者又は施工者が、

目視等により点検を実施する場合の点検項目を一覧表にしたものをいい、以下

の３種類がある。 
・設計・施工段階別点検表（別紙１） 
・日常点検表（別紙２） 
・変状時点検表（別紙３） 
３つの点検表の目的、点検時期は以下の①から③までのとおりであり、これ

らの点検表の使用単位は、地層ごととする。ただし、斜面の幅が長く、１枚の

点検表を当該地層に適用することが困難な場合には、幅 20メートル単位を目安
として点検表を使用するものとする。 
なお、日常点検表（②のア、ウ及びエの点検時期に限る。）は、安衛則第 358
条第１号において施工者に義務付けられている点検に係る事項であり、その他

は、点検の実施が望ましいものとして点検表を示すものである。 
①  設計・施工段階別点検表 
設計及び施工工程の各段階において、地形、地質状況等の斜面崩壊に関す

る地盤リスクの有無を確認し、安全に作業ができる掘削勾配であるかを確認

するために使用するもの。 
点検時期は、次のとおりである。 
ア 設計時、イ 施工計画時、ウ 丁張設置時、エ 掘削作業前 
オ 掘削作業終了時 

② 日常点検表 
施工段階において、斜面崩壊の前兆である斜面の変状を発見するために使

用するもの。 
点検時期は、次のとおりである。 
ア 毎日の作業開始前、イ 毎日の作業終了時、ウ 大雨時 
エ 中震（震度４）以上の地震の後 等 

③ 変状時点検表 
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日常点検表で変状を確認した場合、変状の推移を観察し、斜面崩壊の危険

性の有無を確認するために使用するもの。 
点検は、変状の状況に応じて、必要な頻度で実施する。 

（２）「異常時対応シート」とは、施工者が、変状時点検表により変状の進行を確認

した場合に、発注者に当該斜面の異常、安全措置の状況等を元請事業者、発注

者等に報告するため作成するシート（別紙４）をいう。 
 
第４ 発注者、設計者及び施工者の協力等の必要性 

斜面掘削工事は、多様な工法により実施され、関連作業も数多いことから、斜

面掘削工事を安全に実施するためには、事前に斜面を形成する地山の状況を的確

に把握し、その結果を設計・施工工程に反映することが必要である。 
しかしながら、あらかじめ掘削箇所の全ての地質を把握することは困難であり、

実際に掘削して初めて地山の状況が明らかになることも少なからずある。 
このため、施工者は、施工途中で新たな地盤リスクが判明した場合には、その

情報を速やかに発注者及び、設計者と情報を共有した上で、必要な対策について

検討を行い、適切な措置を講じることが重要である。このとき、必要に応じ情報

共有の対象に調査者を含めるものとする。 
これらについては、安衛法第 31 条の４により発注者は、「その請負人に対し、
当該仕事に関し、その指示に従って当該請負人の労働者を労働させたならば、こ

の法律又はこれに基づく命令の規定に違反することとなる指示をしてはならな

い」とされていること及び公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に

関する指針において「設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の状態が一

致しない場合、設計図書に示されていない施工条件について予期することができ

ない特別な状態が生じた場合その他の場合において必要があると認められるとき

は、適切に設計図書の変更を行うものとする。さらに、工事内容の変更等が必要

となり、工事費用や工期に変動が生じた場合には、施工に必要な費用や工期が適

切に確保されるよう、公共工事標準請負契約約款（昭和２５年２月２１日中央建

設業審議会決定・勧告）に沿った契約約款に基づき、必要な変更契約を適切に締

結するものとする。」とされていることに留意すること。 
設計者、施工者等は、それぞれ、安衛則の規定、当該ガイドライン等に基づき、

それぞれが第５及び第６に示す事項を確実に実施するとともに、平素より相互に

コミュニケーションを円滑にし、適切に情報共有できるよう特に留意する必要が

ある。 
 

第５ 設計者が設計を実施するに当たっての留意事項等 
（１）的確な事前調査及び点検の実施 

設計者は、工事の対象となる斜面の地山の地質の状況（土・岩質区分）、地盤

条件（斜面の安定性）等を適切に把握するため、調査者に実施させることも含
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め、必要に応じて文献調査、地表地質踏査、ボーリング等による地質調査等に

より事前調査を実施すること。 
また、点検の実施に当たっては、設計者（点検を調査者に実施させる場合は

調査者も含む）は、点検者を選任し、設計・施工段階別点検表により斜面の状

態を点検させるとともに、確認者を選任して点検者が行った点検内容に不備等

が無いかを確認すること。設計者は、設計・施工段階別点検表を発注者に提出

するとともに、必要な対応を取ること。 
（２）適切な詳細設計の実施 

設計者は、事前調査及び点検の結果を踏まえ、工事数量算出要領及び各種設

計基準・指針に照らして工法、掘削勾配等の詳細設計を検討すること。詳細設

計の検討に当たっては、安衛法第３１条の４の規定に留意し、安衛則に規定さ

れた勾配での掘削とする等、安衛法又はこれに基づく命令の規定を遵守した設

計とすること。 
（３）安全性検討関係者会議への参加 

施工者から発注者に異常時対応シートが提出され、発注者から安全性検討関

係者会議への参加を要請された場合は、同会議に出席すること。 
 
第６ 施工者の実施事項 
１ 元方事業者が実施すべき事項 
（１）統括安全衛生管理体制の確立及び適切な統括安全衛生管理の実施 

元方事業者は、現場の規模に応じて統括安全衛生責任者を選任する等により、

安衛法に基づく統括安全衛生管理体制を確立するとともに、特に安衛法第 30条
第１項第１号から第３号までに規定する次の事項に重点を置き、斜面掘削工事

現場での統括安全衛生管理を徹底しなければならない。 
① 協議組織を設置し、その会議を定期的に開催して、斜面に関する情報を

共有する。 
② 毎作業日に、関係請負人が行う作業の連絡・調整を随時行う。 
③ 毎作業日に少なくとも１回、作業場所を巡視する。 

（２）作業主任者の選任 
元方事業者が自ら２ｍ以上の高さの斜面を掘削する作業を行うときには、安

衛則第 359 条の規定に基づき、地山の掘削作業主任者を選任し、その者の指揮
により、当該作業を行わなければならない。 

（３）関係請負人に対する技術上の指導等 
元方事業者は、安衛法第 29条の 2の規定に基づき、工事を実施する関係請負
人がその場所に係る危険を防止するための措置を適正に講ずるとともに、第 30
条第 1 項第 4 号の規定に基づき、関係請負人が、点検者に対して適切に知識を
付与できるよう、技術上の指導、必要な資材、場所等の提供等を実施しなけれ

ばならない。 
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（４）掘削作業を行う箇所の調査 
施工者は、安衛則第 355 条の規定に基づき、地山の掘削作業を行う箇所の調
査を行わなければならない。 
なお、発注者、調査者又は設計者が同条に規定する「適当な方法」によって

行った調査結果を調べることも同条に規定する「適当な方法」による調査に含

まれることとされている。 
（５）点検の実施 

元方事業者が自ら掘削の作業を行う場合には、安衛則第 358 条の規定に基づ
き、点検者を指名して、作業を開始する前、大雨の後及び中震以上の地震の後

に斜面の状況を点検させなければならない。点検に当たっては、日常点検表を

使用すること。 
（６）点検結果を踏まえた危険防止のための措置の実施 

元方事業者は、点検者による点検結果を踏まえ、地山の崩壊又は土石の落下

により労働者に危険を及ぼすおそれのある場合は、安衛則第 361 条の規定に基
づき、当該危険を防止するための措置を講じなければならない。 

 
２ 元方事業者が実施することが望ましい事項 
（１）適切な施工計画書の作成 

元方事業者は、発注者から示された仕様書、発注者から得られた斜面の地盤

条件の情報等や設計者による設計・施工段階別点検表等の点検結果、自ら実施

した現地踏査時の点検結果、必要に応じて自ら実施する地質調査、過去に周辺

で行われた類似工事の施工情報及び施工の安全性を十分考慮し、安衛法第 28条
の２の規定に基づくリスクアセスメントを実施した上で、（２）から（５）の事

項を含んだ施工計画書を作成し、発注者に提出すること。 
（２）適切な施工費等の計上 

当該変更工事の一部を関係請負人に請け負わせるに当たっては、安全対策に

要する経費を含む適切な経費を計上すること。 
（３）斜面の点検及び確認の適切な実施、点検結果に基づく措置等 

元方事業者は、点検者を選任し、第３の３の（１）の①のイからオの各段階

においては設計・施工段階別点検表により、②のアからエの時期においては日

常点検表により、日常点検表で変状を確認した場合は変状時点検表により、斜

面の状態を点検させるとともに、確認者を選任して点検者が行った点検内容に

不備等がないかを確認し、斜面の状況に応じて適切な措置（関係請負人に対す

る必要な指示を含む。）を講ずること。 
点検者の選任に当たっては、各種点検が適切に実施されるよう、必要な知識

を有する適切な点検者を選任すること。今後、点検者に選任する可能性のある

自らの労働者に対しては、あらかじめ必要な知識を付与した上で、十分に点検

の補助等の実務経験を積ませるよう留意すること。 
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また、確認者については、統括安全衛生責任者又はこれに準ずる者を確認者

に選任すること。 
（４）異常時対応シートの作成及び発注者への報告 

変状時点検で変状の進行を確認した場合、異常時対応シートを作成し、当該

斜面の異常、安全措置の状況等を発注者に報告すること。 
（５）安全性検討関係者会議の開催及びその結果を受けた工事の変更 

元方事業者は、異常時対応シートを作成し、発注者に報告した場合、安全性

検討関係者会議を開催し、発注者に参加を要請して、異常時対応シート記載事

項により報告した斜面の状況に対応するためのハード対策等の労働災害防止の

ための措置を検討すること。労働災害防止のための措置が決定された場合には、

施工計画書を変更し、当該変更された施工計画書に基づき工事を実施すること。 
 
３ 関係請負人が実施すべき事項 
（１）安全衛生管理体制の確立 

元方事業者の構築する上記１（１）の統括安全衛生管理体制に対応し、安全

衛生責任者等を選任するとともに、安衛法第 32条第１項の規定に基づき、上記
１（１）①から③までの措置に応じて、統括安全衛生責任者と必要な連絡調整

を行い、特に斜面に関する情報を適切に把握する等、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 
（２）掘削作業を行う箇所の調査 

施工者は、安衛則第 355 条の規定に基づき、地山の掘削作業を行う箇所の調
査を行わなければならない。 
なお、発注者、調査者又は設計者が同条に規定する「適当な方法」によって

行った調査結果を調べることも同条に規定する「適当な方法」による調査に含

まれることとされている。 
（３）作業主任者の選任 

２ｍ以上の高さの斜面を掘削する作業を行うときには、安衛則第 359 条の規
定に基づき、地山の掘削作業主任者を選任し、その者の指揮により、当該作業

を行わなければならない。 
（４）斜面の点検、確認のための報告、点検結果に基づく措置の実施等 

関係請負人は、安衛則第 358 条の規定により、点検者を指名して、作業を開
始する前、大雨の後及び中心以上の地震の後には斜面の状況を点検させなけれ

ばならない。点検に当たっては、日常点検表を使用すること。 
 
４ 関係請負人が実施することが望ましい事項 
  関係請負人は、２の（１）から（５）の事項を、元方事業者とも連携して実施

すること。 
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５ 元方事業者及び関係請負人が実施すべき事項 
（１）安全衛生教育の確実な実施 

元方事業者及び関係請負人は、発注者や関係団体の協力を得て、作業に従事

する労働者に対して計画的な安全衛生教育を実施する。また、新規入場者に対

する教育を確実に実施しなければならない。 
（２）緊急時の退避 

元方事業者及び関係請負人は、変状が極めて早く進行し、斜面崩壊による労

働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止し、労働者を安全な

場所に退避させなければならない。 
 
６ 元方事業者及び関係請負人が実施することが望ましい事項 
（１）リスクアセスメントの実施 

元方事業者及び関係請負人は、リスクアセスメントを実施した上で、元方事

業者の作成する施工計画書及び元方事業者が作成する作業箇所の状況に応じた

作業計画を作成し、その作業計画に基づき作業を行うこと。なお、関係請負人

が作業計画を作成するに当たって活用できるよう、元方事業者は自ら行ったリ

スクアセスメントの結果や、必要に応じて発注者の実施した事前調査及び点検

の結果、施工計画書において安全確保上留意した事項に関する情報等を提供す

ること。 
（２）避難訓練の実施 

元方事業者及び関係請負人は、斜面崩壊による労働災害を防止するため、工

事の各作業（上記第２の２の（２）の各作業をいう。）を行うに当たり、関係請

負人を含めた避難訓練を１回以上実施すること。避難訓練においては、斜面崩

壊が発生した際にすべての労働者が安全に避難できることを確認するとともに、

避難訓練の結果を検討し、必要に応じて避難の方法を改善すること。 
 

 



作業の実施にあたって注意すべき事項

厚生労働省・佐賀労働局・労働基準監督署

○服装・装備
長袖・長ズボンの作業着、安全靴など底の厚い靴、丈夫な手袋、

防じんマスクなど、作業にあたり適切な装備とすること。

○建設機械を使用するときは
地盤が緩んでいるなど不安定な場所で

作業を行う場合には、鉄板の敷設などに
より車両系建設機械、移動式クレーン
などの転倒防止を図ること。
また、有資格者が運転するほか、運転

中は運転者以外の立入を禁止すること。

○高所での作業を行うときは
作業床を設置できない場合は、フルハーネス型墜落制止用器具な
どを使用すること。

○掘削作業を行うときは ○危険箇所への立入禁止
地山、地層の状況を確認し、 倒れるおそれのある建物など
土止め支保工を使用すること。 には立入禁止措置を行うこと。

○がれき処理で粉じんが舞う中で作業するときは
粉じんを吸い込まないようにするため、防じんマスクを使用する

こと。また、粉じんを飛散させないために、原則として、作業を開
始する前に建築物などへの散水などにより、湿潤な状態とすること。

災害からの復旧工事の安全な施工について

(2019.10)





●長袖の作業着など肌の見えない服装で作業しましょう。
●ヘルメットや安全靴など底の厚い靴、丈夫な手袋を着用しま
しょう。
●防じんマスクやゴーグルを着用しましょう。
●防じんマスクの使用に当たっては、使用前に漏れがないか確認
するためのフィットチェック（３頁目参照）を必ず行いましょう。

●作業を開始する前に、作業責任者が誰か確認し、その方の指示を
受けて作業を行いましょう。

●周りで作業を行っている人に危険が及ぶことのないよう、連絡を
取り合って、十分注意して作業を実施しましょう。

●がれきを運搬するための経路を確保しましょう。

１ 作業を行うための服装

２ 作業を始めるまでの準備

土砂崩れ・浸水により被災した建物などのがれきの処理は、釘等を踏み抜い
たり、倒れてきたり落下してきた物に当たるなど、多くの危険を伴います。
本リーフレットは、がれきの撤去等作業にあたって安全に作業を進めること

ができるよう、がれきの処理における留意事項をまとめたものです。
作業の実施にあたっては、作業責任者の指示によく従って行動するとともに、

本リーフレットを参考に安全に十分注意して作業を行ってください。

ヘルメット

底の厚い靴

踏み抜き防止中敷き

丈夫な手袋

がれきの処理作業を行う際の注意事項

～ がれき処理作業を行う皆様 へ ～

1



３ 作業中に注意すべき事項

がれきの処理の際
●安定の悪いがれきの上など高い所で作業しないようにしましょう。
●倒れそうな建物には近づかないようにしましょう。
※被災した建物は、丈夫そうに見えてもダメージを受けています。
●重いものを無理に一人で運ぶのはやめましょう。
●倒れた柱などの長尺のがれきを運ぶときは、周りに人がいないか
十分注意しましょう。
●薬品（液体）の容器や、液漏れした機械を見つけた場合には作業
責任者に連絡しましょう。
●古いトランス、コンデンサー等でＰＣＢが含まれているものが工
場に保管されていることがあります。特別な管理が必要なものです
ので不用意に触らないようにしましょう。
●石綿が含まれているおそれのある建材については、散水等により
できるだけ湿潤化するとともに、原則、割らずに片付けましょう。
●作業中の重機（ブルドーザー、パワーショベル等）に近づかない
ようにしましょう。

荷積みの際
●トラックなどへがれきを積む際は「積み過ぎ」に注意しましょう。
●トラックの荷台の上のがれきには乗らないようにしましょう。

その他の留意事項
●作業中であっても、大雨の降雨に係る警報が発表された場合など
には、すみやかに作業を中止して、安全な場所に避難しましょう。
●夏場など暑い時は、水分、塩分、休憩をこまめにとりましょう。
※体調が悪くなった場合は、作業を直ちに中止し、すぐに作業責任
者にその旨を伝えましょう。
●粉じんが舞うような場所で飲食や喫煙をしないようにしましょう。
●汚水、雨水、海水、河川の流水、腐敗しやすい物が溜まっている
箇所などは酸素濃度が低かったり、硫化水素濃度が高い可能性があ
ります。立ち入らないようにしましょう。
●破傷風の危険があるので、傷を負った場合は、すぐに消毒・治療
をしましょう。
●火災等によりがれきが燃焼している場合には、風上に立ち、燃焼
中のがれきに近づかないようにしましょう。燃焼後のがれきを片付
ける際は、防じんマスクを着用しましょう。

2



必ずフィットチェックをしましょう。

(A) 手を用いた方法
吸気口を手でふさぐときは、押しつ
けて面体が押されないように、反対の
手で面体を押さえながら息を吸い、苦
しくなれば空気の漏込みがないことを
示す

次の(Ａ)、(Ｂ)の２つの方法があります

出典『鉛作業主任者テキスト』(中央労働災害防止協会編)

(B) フィットチェッカーを用いた方法
吸気口にフィットチェッカーを取り付けて
息を吸うとき、瞬間的に吸うのではなく、
2～3秒の時間をかけてゆっくりと息を吸い、
苦しくなれば空気の漏込みがないことを示す

(社)日本保安用品協会・日本呼吸用保護具協会編

使い捨て式防じんマスク 取替え式防じんマスク 電動ファン付き呼吸用保護具

※国家検定合格品を使用してください。

3

がれきの粉じんには石綿が含まれているおそれがあります。事業者の指示に従い、適切なマスクの着用をお願いいたします。



◆詳しくは、最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督署にご相談ください。

厚生労働省・佐賀労働局・労働基準監督署

５ 労働災害の事例

●がれきを素手で扱って、手を切った。

●がれきから出ていた釘を踏み抜いた。

●崩れてきたがれきの下敷きになった。

●錆びた釘で傷を負い、破傷風にかかった。

●重量物を一人で運び、腰を痛めた。

●トラックの荷台に積んだがれきをロープ
で固定中、バランスを崩して墜落した。

●作業中に、後退してきたトラックに衝突
された。

●作業中、パワーショベルのアームに激突
された。

４ 機械を使用する場合に注意すべき事項

●クレーン、ブルドーザー、パワーショベルなどの運転には資格
が必要です。無資格の方が運転して作業を行ってはいけません。

●ショベルカーなどのバケットの爪に荷を掛けてつり
上げること（用途外使用）は原則禁止されています。

●作業内容に適切な機械を使用するようにしましょう。

4
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（１）作業者への教育
作業に不慣れな方も多いことから、雇入れ時などに①使用する

機械、工具などの取扱方法、②作業体制、作業手順、合図などに
ついて、教育を行うこと。また、現場では、腕章をつけるなど誰
が作業責任者か分かるようにすること。

（２）服装
長袖の作業着、安全靴など底の厚い靴、丈夫な手袋、防じんマ

スクなど作業にあたり適切な装備をさせること。

（３）作業計画
周辺状況の調査を行い、指揮命令系統、作業手順、監視人も含

めた人員の配置、使用する機械及びその使用箇所、がれきの運
搬・搬出方法等を定めた作業計画を立てること。

（４）作業間の連絡調整
複数の作業者が混在して同時に作業を行うことが想定されるた

め、作業間の連絡調整、作業開始前のミーティング等を綿密に実
施すること。

（５）危険箇所への立入禁止
倒れるおそれのある建物等には立入禁止措置を行うこと。

１ 作業の準備にあたって注意すべき事項

土砂崩れ・浸水により被災した建物などのがれきの処理を行う際には、釘
等による踏み抜きや物の落下など、多くの危険が伴います。
本リーフレットは、がれきの撤去等作業にあたって安全に作業を進めるこ

とができるよう、がれきの処理における留意事項をまとめたものです。
作業を労働者等に行わせるにあたっては、次の点に注意して下さい。

がれきの処理作業を行う際の注意事項

～ 事 業 者 の 皆 様 へ ～



２ 作業の実施にあたって注意すべき事項

◆詳しくは、最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督署にご相談ください。

厚生労働省・佐賀労働局・労働基準監督署

（１）資格者の確認
車両系建設機械、クレーン等を使用させる際は、資格の有無を確

認すること。
（２）機械等の点検
機械や工具については、担当者を決め、点検・整備等を適切に実

施させること。
（３）機械の転倒防止
地盤が緩んでいる等不安定な場所で作業を行う場合には、鉄板の

敷設等により車両系建設機械、クレーン等の転倒防止を図ること。

機械を使用させるときには…

作業場所では…
防じんマスクやゴーグルを着用させること。
また、防じんマスクの使用にあたっては、使用前に漏れがない

か確認するためのフィットチェックを必ず行った上で適切に使用
すること。

（１）呼吸用保護具の着用
粉じんを吸い込まないようにするため、呼吸用保護具（防じんマス

ク又は電動ファン付き呼吸用保護具）を使用させること。
注）国家検定品を用いること。
なお、屋外におけるがれき処理作業は使い捨て防じんマスクで作業可能ですが、石綿の切断等作業の場合は取替え式防じんマスク、吹付

け石綿の除去作業には電動ファン付き呼吸湯保護具を使用する必要があります。

（２）作業場所の湿潤化
粉じんを飛散させないために、原則として、作業を開始する前に建

築物等への散水や、薬液の使用により、湿潤な状態とすること。
（３）関係者以外の立ち入り禁止
関係者以外の者が粉じんにばく露しないように、被災者等も含め、

関係者以外の者の立ち入らせないこと。

がれきの粉じんには石綿が含まれているおそれがあります。

(2019.10)



職場の熱中症予防対策は万全ですか？

(R3.5)

職場の熱中症予防対策は万全か、以下のチェックリストで自主点検しましょう。

厚生労働省労働基準局・都道府県労働局・労働基準監督署

① WBGT値（暑さ指数）を活用していますか？

WBGT値は、現場ごとに異なります。輻射熱も考慮した黒球付きのWBGT

測定器でWBGT値を実測しましょう。

作業強度により、物差しとなるWBGT基準値を正しく選定して評価します。
実測値がWBGT基準値を超えるときは、熱を遮る遮へい物、簡易な屋根、
通風・冷房の設備の設置や連続作業時間の短縮、作業場所の変更が必要です。

WBGT基準値を大幅に超える作業場所でやむを得ず作業を行わせる場合は、
単独作業を控え、休憩時間を長めに設定しましょう。

② 休憩場所は整備していますか？

冷房を備えた休憩場所・日陰などの涼しい休憩場所を設けましょう。屋内や車内の休憩場所に

ついては、換気に気をつけるとともに、休憩スペースを広げたり休憩時間をずらすなど、人と

人との距離を保ちましょう。共有設備は定期的に消毒するなど清潔に。

氷、冷たいおしぼり、水風呂、シャワーなどの身体を適度に冷やすことの
できる物品や設備を設けましょう。感染拡大防止のため、手指の消毒設備も
設けましょう。

飲料水などを備え付け、水分や塩分の補給を、定期的に行いましょう。
飲食前には手洗いを徹底し、飲み口の共有を避けましょう。

建設現場で休憩場所を共有する場合、借用ルールを定めて関係労働者に
伝えるなど、利用環境を整えましょう。

事業者の皆さまへ

高温多湿な場所の作業では、体内の水分や塩分のバランスがくずれ、体温調節機能がうまく働かなくな

り、熱中症になることがあります。熱中症は、体内に熱がたまることによって、めまいや筋肉痛、

吐き気、さらには、けいれんなどを起こし、死亡することもある病気です。

熱中症が起こるのは、炎天下での屋外作業だけに限りません。屋内の作業場や倉庫などでも湿度が高く

通風が悪いと熱中症のリスクが高まります。測定したWBGT値に応じて予防対策を取りつつ、万一熱中症

の初期症状が現れたら速やかに対応しましょう。熱中症にかかりやすい作業者に対しては、作業内容、時

間等配慮しましょう。

新型コロナウィルス感染症の予防との両立も求められています。人との距離を取りにくい屋内での作業

や休憩時など、マスクの着用その他の感染防止策を講ずべき場面を特定して徹底してください。

ＷＢＧＴ測定器（例）

日陰の確保（例）

冷水機（例）

③ のどの渇きを感じなくても、労働者に水分・塩分を摂取させていますか？

作業強度に応じて、定期的にスポーツドリンクや経口補水液などを摂らせ
ましょう。身体が欲するのどの渇きは、加齢や病気、身体の塩分不足のほか
マスクで口が覆われることにより、感じにくくなることがあります。

トイレに行きにくいことを理由として労働者が水分の摂取を控えることが
ないよう、労働者がトイレに行きやすい職場環境を作りましょう。



⑤ 労働者に、透湿性・通気性の良い服装や帽子を、着用させていますか？

熱を吸収する服装、保熱しやすい服装は避け、透湿性・通気性のよい衣服を着用させましょ
う。

石綿除去等作業や放射性粉じん取扱いにおける保護衣など、衣類によっては、表２に照らして
熱中症リスクを検討しましょう。必要に応じて、WBGT値を補正し、より涼しい環境で作業を。

マスクについては、WBGT値の衣服補正（表2）の対象とはなっていませんが、負荷の大き
い作業などで息苦しいときは、こまめの休憩と十分な水分補給をしましょう。防じんマスク
など作業に必要なマスクは、しっかり着用を。

作業中も、労働者の顔や状態から、心拍や体温その他体調の異常がないかよく確認を。
マスクや溶接面などで顔が隠れると、熱中症の初期症状を見逃すことがあります。

④ 熱中症の高リスク者を把握・確認していますか？

高温多湿の環境に慣れていない者（新規入職、４日以上の休み明けなど）を作業開始前に確認
し、７日以上かけて高温多湿の環境での作業時間を次第に長くするなどの配慮を行いましょう。

糖尿病、高血圧症、心疾患などをもっている者を把握し、熱中症予防の観点での医師の意見に
基づく就業上の措置を徹底しましょう。

作業開始前に睡眠不足や二日酔いなどを含む体調不良の者を確認し、作業内容や作業時間に配
慮しましょう。

急激な気温の上昇が予想される日には、作業開始前の熱中症の高リスク者の確認を徹底し、作
業内容や作業時間にとくに配慮しましょう。

⑥ 熱中症を予防するための労働衛生教育を行っていますか？

熱中症の予防には、熱中症に対する正しい知識が不可欠です。高温多湿下で
の作業では、知識をもつ衛生管理者や熱中症予防管理者教育を受けた管理者
の下での作業を。

労働者にも、体調の異常を正しく認識できるよう、雇入れ時や新規入場時に
表４による教育をしましょう。

⑦ 熱中症の発症に備えて、緊急連絡網を作成などを行っていますか？

緊急時のため、熱中症に対応可能な近隣の病院、診療所の情報を含む緊急連絡網
や救急措置の手順を作成し、関係者に周知しましょう。

熱中症は、症状が急激に悪化することが多くあります。安静中も一人にしない
とともに、医療機関の混雑などで救急隊の到着が遅れることも想定し、早めの通報を。

Ⅱ度に分類される症状が現れた場合は、速やかに病院などで医師の診察を受けさせてください。
Ⅲ度に分類される症状が現れた場合は、一刻を争います。直ちに救急隊を要請してください。

＜参考 熱中症の症状と分類＞

分類 Ⅰ度 Ⅱ度 Ⅲ度

症状
めまい・失神、筋肉痛・
筋肉の硬直、大量の発汗

頭痛・気分の不快・吐き気・
嘔吐・倦怠感・虚脱感

意識障害・けいれん・
手足の運動障害、
高体温

重症度 大小



表１．身体作業強度等に応じたWBGT基準値

※この表は、日本産業規格 JISＺ 8504（熱環境の人間工学－WBGT（湿球黒球温度）指数に基づく作業者の熱ストレスの評価
―暑熱環境）附属書Ａ「WBGT熱ストレス指数の基準値表」を基に、同表に示す代謝率レベルを具体的な例に置き換えて作成

したものです。

※暑熱順化者とは、「評価期間の少なくとも１週間以前から同様の全労働期間、高温作業条件(又は類似若しくはそれ以上の極

端な条件）にばく露された人」をいいます。

区分 身体作業強度（代謝率レベル）の例

WBGT基準値

暑熱順化者のWBGT
基準値（℃）

暑熱非順化者の
WBGT基準値（℃）

０
安
静

◆安静、楽な座位 33 32

１
低
代
謝
率

◆軽い手作業（書く、タイピング、描く、縫う、簿記）
◆手と腕の作業
（小さいペンチツール、点検、組立てや軽い材料の区分け）
◆腕と脚の作業
（通常の状態での乗物の運転、フットスイッチやペダルの操作）
◆立位でのドリル作業（小さい部品）
◆フライス盤（小さい部品）
◆コイル巻き
◆小さい電機子巻き
◆小さい力で駆動する機械
◆速さ2.5 km/h以下の平たんな場所での歩き

30 29

２
中
程
度
代
謝
率

◆継続した手と腕の作業（くぎ打ち、盛土）
◆腕と脚の作業
（トラックのオフロード運転、トラクターや建設車両）
◆腕と胴体の作業
（空気圧ハンマーの作業、トラクター組立て、しっくい塗り、
中くらいの重さの材料を断続的に持つ作業、草むしり、
除草、果物や野菜の収穫 ）

◆軽量な荷車や手押し車を押したり引いたりする
◆2.5～5.5 km/hでの平たんな場所での歩き
◆鍛造

28 26

３
高
代
謝
率

◆強度の腕と胴体の作業
◆重量物の運搬 ◆ショベル作業
◆ハンマー作業 ◆のこぎり作業
◆草刈り ◆掘る
◆硬い木へのかんな掛けやのみ作業
◆5.5～7 km/hでの平たんな場所での歩き
◆重量物の荷車や手押し車を押したり引いたりする
◆鋳物を削る
◆コンクリートブロックを積む

26 23

４
極
高
代
謝
率

◆最大速度の速さでとても激しい活動
◆おのを振るう
◆激しくシャベルを使ったり掘ったりする
◆階段をのぼる ◆平たんな場所で走る
◆7 km/h以上で平たんな場所を歩く

25 20

表２．衣類の組合わせによりWBGT値に加えるべき着衣補正値

衣服の種類
作業服/
つなぎ服

単層の
ポリオレ
フィン
不織布製
つなぎ服

単層の
SMS不織
布製の
つなぎ服

織物の
衣服を二
重に着用
した場合

つなぎ服の上
に長袖ロング

丈の不透湿性
エプロンを着
用した場合

フードな
しの単層
の不透湿
つなぎ服

フードつ
き単層の
不透湿つ
なぎ服

服の上に着
たフードな
し不透湿性
のつなぎ服

フード

WBGT値に
加えるべき
着衣補正値
（℃-WBGT）

０ 2 ０ ３ 4 10 11 12 +1

下記の衣類を着用して作業を行う場合は、算出されたWBGT値に、各補正値を加えてください。



ご不明な点などは、お近くの都道府県労働局または労働基準監督署へお問い合わせください。

事項 範囲 時間

熱中症の症状※

◆熱中症の概要
◆職場における熱中症の特徴
◆体温の調節
◆体液の調節
◆熱中症が発生する仕組みと症状

30分

熱中症の予防方法※

◆WBGT値（意味、基準値に基づく評価）
◆作業環境管理（WBGT値の低減、休憩場所の
整備など）

◆作業管理（作業時間の短縮、熱への順化、水
分と塩分の摂取、服装、作業中の巡視など）

◆健康管理（健康診断結果に基づく対応、日常
の健康管理、労働者の健康状態の確認、身体
の状況の確認など）

◆労働衛生教育（労働者に対する教育の重要性、
教育内容と教育方法）

◆熱中症予防対策事例

150分

緊急時の救急処置 ◆緊急連絡網の作成と周知
◆緊急時の救急措置

15分

熱中症の事例 ◆熱中症の災害事例 15分

事項 範囲

熱中症の症状

◆熱中症の概要
◆職場における熱中症の特徴
◆体温の調節
◆体液の調節
◆熱中症が発生する仕組みと症状

熱中症の予防方法
◆WBGT値の意味
◆現場での熱中症予防活動（熱への順化、水分と塩分の摂
取、服装、日常の健康管理など）

緊急時の救急処置 ◆緊急時の救急措置

熱中症の事例 ◆熱中症の災害事例

※下線部については、小グループでの朝礼などの際に繰り返し教育しましょう。

※ 熱中症に対する基礎知識の状況に応じ、短縮できる事項があります。

表３．熱中症予防管理者労働衛生教育

表４．労働者向けの労働衛生教育（雇入れ時または新規入場時）

＜もっと詳しく! ＞
厚生労働省の職場における熱中症予防ポータルサイト

学ぼう！備えよう！職場の仲間を守ろう！職場における熱中症予防情報

（https://neccyusho.mhlw.go.jp/）では、熱中症予防の取組を紹介しています。


